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東南アジアでの中国の援助とその影響 
－ベトナム・シンポジウム報告 
 
稲田 十一 
 
はじめに－日越国交回復 40 周年とそれを取り巻く国際情勢の変容 
 
東南アジア諸国が欧米による植民地支配から独立した、1950 年代半ば以降の過去 60 年の歴
史を振り返ると、東南アジア諸国に対する経済援助供与国はこの間大きな変遷を遂げてきた。
1950 年代から 70 年代前半までは米国がこの地域に対する圧倒的な援助供与国であったが、
1970 年代半ばに、ベトナム戦争の終了を契機として最大援助国は米国から日本に代わった。
1977 年の福田ドクトリンは日本の ASEAN への援助拡大を示す代表的な政策表明であった。
また､日越関係も大きく転換し、1973 年の米軍のベトナム撤退とともに北ベトナムとの国交回
復が実現し、準賠償の性格をもつ無償援助も供与された。しかし、1978 年末のベトナム軍のカ
ンボジア侵攻により、日本の対越経済援助も凍結された1。 
1980 年代後半からは、プラザ合意以降の急速な円高を受けて、日本企業の東南アジアへの生
産拠点のシフトと投資の拡大が進み、まだ外貨準備の拡大を背景として東南アジア地域への
ODA も拡大していった。ベトナムも 1986 年にはドイモイ（改革）路線に転換し、1992 年に
は日本の対越援助も再開され、日本は本格的に経済改革支援に乗り出し、投資も拡大していっ
た。1997-98 年のアジア経済危機においても、その金融支援において日本が果たした役割はき
わめて大きく、その後のベトナム政策支援は日本にとってはじめての本格的な政策支援の試み
でもあった（下村・稲田、2003）。 
過去 20 年ほどの間に、タイやマレーシアは急速な経済発展をとげ、ベトナムやインドネシ
アの経済発展も著しく、今日では、こうした国に対する ODA の意義は低下し、貿易や投資を
含めた自由貿易や経済連携協定の意義が高まっている。他方、バブル崩壊後の日本経済の停滞
（「失われた 10 年」）により、日本の存在感は低下し、その一方で、中国経済の台頭はめざま
しく、特に 2000 年代半ば以降、東南アジアにおける中国の経済的プレゼンスの拡大は著しい。
東南アジア地域における中国の貿易や投資の拡大については、すでに多くの関連文献があるの
で（吉野、2012）、本論では、特にその拡大が著しい中国の対外援助について取り上げる。 
 
                                                          
1 詳細な経緯は次でまとめた。稲田十一「対越援助凍結をめぐる日本の政策と外交的意味－歴史的分析」（三
尾、1988、第 13 章）。 
－ 29 － 
表１．過去 40 年間の ASEAN・ベトナム情勢と日本（概要） 
日本の貢献・ASEAN 情勢 ベトナム情勢 
1970 年代：アジアでの日米役割交代 
 1973－ベトナムとの国交回復－経済支援 
 1977－福田ドクトリン、ASEAN の強化支援  
1973－米国のベトナム撤退 
1975－ベトナム統一 
1979－対ベトナム経済制裁 
1990 年代：グローバル化と日本の貢献 
 1992－ベトナム援助再開、経済改革支援 
     日本のカンボジアへの PKO 派遣  
   東南アジアへの日本企業の投資拡大    
1986－ドイモイ路線採用  
 国際社会との関係改善へ 
   
1995－ベトナムの ASEAN 加盟 
2000 年代－日・中のイニシアティブの交錯 
  ASEAN+3 vs. ASEAN+6 (2005 東アジア首脳会合)
  特に 2005 以降－中国の援助・投資・貿易の拡大 
  中国の海洋進出－南シナ海での領有権争い  
ベトナム経済の着実な発展 
グローバル経済との連携強化  
 
中国の対外援助の拡大は、近年、様々な角度から国際的な関心の的となっている。その援助
の実態把握、援助政策決定やその支援方法の特徴、またそれが国際開発援助全体にもたらす含
意など、多くの論点がある（下村・大橋・日本国際問題研究所、2013）。ハノイ・シンポジウ
ムでの報告では、特にカンボジアを事例として取り上げたが、その事例研究は分量が多いため
省略し、以下では、中国の援助や投資の拡大が ASEAN 諸国に対していかなる影響を与えつつ
あるかという点について、要旨をまとめておくことにしたい2。 
 
25 年を経たハノイ市内の変化（いずれも社会科学院の近辺で筆者撮影） 
   
 1988 年 3 月 2013 年 9 月 
 
 
                                                          
2 ハノイでのシンポジウム報告（2013 年 9 月 4 日）の詳細は、ベトナム社会科学院の出版物として掲載予
定である。また、カンボジアに対する中国の援助と投資の拡大については、次の文献で言及したので参照
されたい。稲田十一（2013）「カンボジアの復興開発プロセスと日本の援助・投資」『専修大学・社会科学
年報』第 47 号。 
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1．拡大する中国の援助・経済協力 
 
（１）中国の「四位一体」型海外進出の拡大 
 中国の対外援助といっても、公式統計では、商務部と外交部が所管する無償援助・特恵貸付
を中心とする「対外援助支出」のみが公表されている。しかし金額的には、中国の開発途上国
への経済支援としては、融資（中国輸出入銀行の優遇借款等）が金額的には最も大きく、また、
その借款事業を中国企業が受注することを通じて、中国企業の進出・投資の拡大も顕著である。 
通常、援助と貿易・投資が同時並行で拡大することを「三位一体」の海外進出として取り上
げることが多い。しかし、中国の場合、これに加えて中国企業と中国人労働者の進出もともなっ
た経済関係の強化が進展しており、本論ではこれを「四位一体」の海外進出と称することにす
る。「四位一体」の海外進出という用語は、例えば、末廣等も使っており、表 2 で示すように、
2001 年を基準にすると 2009 年までの 9 年間に、中国の輸出額は 4.5 倍、中国からの直接投資
は 11.4 倍、対外援助支出は 3.4 倍、対外経済合作契約金額は 6.9 倍と、2000 年代に入って急
拡大している（末廣等、2011：55）。 
 
（２）ASEAN と中国の貿易の拡大 
 また、ASEAN に対する中国の経済関係に絞ってみると、貿易（輸出入）については、表 2
で示されるように、ASEAN からみた中国への輸出入の比率は、1999 年の約 4%から 2010 年
の約 14－18％まで拡大しており、11 年間でおよそ 4 倍の拡大となっている。 
 
 表 2．ASEAN と中国の貿易関係の拡大 
 
（出所）吉野、2012：24。  
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（３）中国の東南アジアへの援助 
 援助統計については、商務部及び外交部管轄の援助（無償援助と特恵貸付）に関して 2012
年に政府白書が出ているが、国ごとの統計はない（中国国务院新闻办公室、2011）。地域別の
データとしては、その対外援助の 32.8 %がアジア地域とされているが、これは東南アジアだけ
でなく南アジアや西アジアを含み、最も大きなシェアを占めているのはアフリカである
（45.7％）。中国輸出入銀行借款については、そもそも統計そのものがなく、カンボジア事例の
ように、援助受け取り国側の統計を個別に見ていくしかない。 
中国の援助の拡大が指摘されニュースなどマスメディアでも取り上げられる国は近年多いが、
アジアの近隣国への援助とアフリカなどの資源国への援助とに大別することができる。 
アジアの近隣国への援助に関して、例えば、カンボジア、ミャンマーなどがよく取り上げら
れるのは、そうした国で中国が最大援助供与国になっているからである。いずれもかつては日
本が最大援助供与国であったが、ミャンマーに関しては、軍政の民主化運動弾圧に対する国際
的非難の中で、日本の援助が減少・停滞する一方で、中国の援助は拡大し、今日では資源開発
のための借款も含め、中国の支援額は突出して多い。しかし、2012 年以降の自由化と民主化の
進展にともない、日本の援助は再び拡大している。 
他方、カンボジアに関しては、中国は内戦時代（1975－91 年）にクメール・ルージュやポ
ル・ポト派を支援していたため、カンボジア政府に対する支援はなかった（日本も 1975 年か
ら 91 年まで援助中断）。1992 年の国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC：United Nations 
Transitional Authority in Cambodia）後、日本はずっと最大支援国として新生カンボジアに
対して援助に積極的な貢献をしてきたが、中国はポル・ポト派を支援していたという歴史的経
緯から新政府に対する援助には消極的であった。しかし近年（2005 年以降）、中国の対カンボ
ジア援助は急拡大し、2009 年にはついに日本を追い抜いたといわれている。 
ラオスについても、カンボジアと同様、2009 年の東南アジア競技大会の主会場となった競技
場や、ラオスで開催される ASEAN 会合の会場となった国際文化センタービルといった政治的
に目立つ案件への無償援助や、電力分野などでの中国企業の進出などによって、中国のプレゼ
ンスと影響力の拡大が指摘されている3。 
東ティモールにおいても、中国の無償援助は目立つ案件が多いが、オーストラリア・ポルト
ガルといった地理的・歴史的に強い関係を有する支援国が多額の支援をしているため、中国の
援助が突出しているわけではなく、そのため、ミャンマー・カンボジアほど問題視されたり、
マスコミで取り上げられたりすることは相対的には少ない。ただし、中国の無償援助は、大統
領府や外務省ビル・軍司令部ビルなど政治的案件が多く、その存在は目立っている。また、東
                                                          
3 例えば、次のような記事。「中国、援助外交でラオス侵食」『週刊新潮』2008 年 9 月 18 日号。 
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ティモール政府は、全国の電化事業に力を入れているが、中国企業が発電所や送電線などの建
設工事を請け負っており、首都ディリの中心部に中国人経営の商店街が連なっていることと相
まって、民間部門での中国の存在感は大きい。 
いずれのケースも、その援助は、経済的関係の拡大・強化、資源の開発・輸入、あるいは外
交関係の強化といった目的を有し、また実際、そうした効果をもたらしている。 
中国の援助の拡大は東南アジアだけでみられる現象ではなく、アフリカの特に資源国につい
ても指摘されている。こうした中国の急増する援助の評価についてはさまざまな議論が存在す
る。 
中国の対外援助の拡大は、資源を豊富に保有する国に多く向けられていることから、それが
資源確保等の経済的利益の追求であるとの批判は根強い（Alden, 2005）（Michel et al, 2009）。
また、そうした国々が、独裁的な非民主的な政治体制であることが多い一方で、中国は内政不
干渉を唱えていることから、中国の援助は途上国の腐敗と汚職を助長するものであるといった
批判もある（Tull, 2006:473-475）。他方で、中国の途上国への援助・融資は、中国との貿易や
投資の拡大を伴い、それは欧米型の援助とは違って、途上国の産業化を促進する要素を含んで
いるとして肯定的に評価する見解もある（Brautigam, 2009）。 
 
２．東南アジアへの影響 
 
シンポジウムの報告では、カンボジアを事例として中国の援助や投資の状況をとりあげたが、
東南アジア全体についても同じことが言えるのだろうか。 
 
（１）経済開発への影響  
援助の目的の観点からは、中国の援助は天然資源保有国への援助が目立ち、また中国政府も
そういった分野への投資を促しており、資源獲得という要素が色濃く見えるが、東南アジアに
関しては、ミャンマーへの中国の経済的関与は別として、むしろ政治外交的な影響力の強化を
目的とした援助が多い。 
その一方、受け手国からみた援助と開発の実像を見れば、中国の経済的関与（特にインフラ
分野への援助や融資・投資）は支援対象国のインフラ建設や物資の流入を促進し、人々の生活
改善に直結し、しかも足の早い目に見える成果につながっているとの評価もある。中国の近年
の援助や経済協力は、「フルセット型支援」方式をとり、中国企業タイドで工事建設のため中国
人労働者が送られることが多いことから、現地の雇用につながっていないという批判もある。
その一方で、中・長期的にはいずれにせよそれは中国との貿易取引の拡大や中国企業の投資拡
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大につながっているものであり、製造業や雇用の創出という点で、特にアフリカのいくつかの
国においてはきわめて肯定的な効果をもたらしているとみる見方もある（Brautigam, 2009）
（Moyo, 2009）。 
もっとも、中国との経済取引が一国経済に持つ比重は、国によって違いがあり、ASEAN 地
域の場合、中国との貿易・投資の金額が大きい国はシンガポールやミャンマーである。ラオス
やカンボジアは、一国経済の規模（GDP や総輸出入額）が比較的小さいがために、中国からの
援助や投資の持つ意味が大きい。しかし、それ以外の ASEAN 諸国にとっては、中国からの援
助や投資はそれほど大きな比重を占めているわけではなく、むしろ日本との経済取引の比重の
方が大きい。 
 
（２）内政への影響 
政治的効果に関しては、中国の無償援助の多くが、重要な政府関連庁舎や施設建設に向けら
れていることから、政治的には目に見える効果が上がっていると考えることもできる。その一
方で、相手国政府・支配層との間で不透明な形で支援が決定され、それが腐敗を温存ないし助
長する場合もあり、中国がとっている「内政への不介入」方針の負の側面である4。 
カンボジアの場合、国際機関を含む欧米ドナーや日本は、民主的制度やその手続き、人権尊
重や汚職対策を重視し、ガバナンス改革の一環としてそうした要素を援助供与の際の考慮の要
素としてきた。近年の中国の援助の拡大は、こうした欧米主導の民主化や汚職対策への取り組
みに向けた圧力を堀崩す一つの要素になっている可能性はある。しかし、その場合でも、中国
の援助だけが問題（例えば、カンボジアの政府の権威主義体制化）の原因でないことも明らか
である。 
他方で、中国の影響力が問題として取り上げられるのは、中国の援助の比重が大きい場合で
あり、カンボジアだけではなくラオスやミャンマー等がそうしたケースであるが、これらの国々
については別途詳細な検討が必要である。また、これらの国で、個別事例で中国の援助案件が
住民の反発を受けたり汚職との関連がうわさされるケースがないわけではない。しかし、
ASEAN の他の国の場合は、中国の援助の重みがそれほど高いというわけではなく、援助が内
政に与える影響は、仮にあったとしても限定的であるといわざるをえないであろう。 
 
  
                                                          
4 中国の援助と相手国の腐敗・汚職の因果関係を立証することは一般的には困難であるが、アフリカのア
ンゴラでは中国の経済支援の比重は圧倒的に大きく、中国の援助のやり方と相手国の腐敗・汚職とが強く
関係していることを示した論文として、次を参照されたい。稲田十一「中国の四位一体型の援助－アンゴ
ラ・モデルの事例」（下村・大橋・日本国際問題研究所、2013：119－122）。 
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（３）外交への影響 
また、中国の無償援助の多くが重要な政府関連庁舎や施設建設に向けられていることは、相
手国政府の基盤強化にもつながり、こうした支援を通じた政治的効果の別の側面として、中国
との外交関係の強化にもつながっている面もある。一例として、2012 年のカンボジア主催の
ASEAN 外相会合で、カンボジアが南シナ海の問題で中国寄りの立場をとることに影響を与え
たという評価は可能である。一方で、2013 年 10 月にブルネイで開催された東アジアサミット
で、中国の圧力にもかかわらず議長声明で南シナ海問題に関する文言がはいったことは、議長
国であるブルネイは中国の援助を受けてはいないことと無関係とは言えないであろう。 
また、国際社会からその腐敗や人権抑圧などで問題を指摘されているような国々に対して、
中国が多額の支援を供与していることに対し、国際的な外交圧力を無視するもので、不透明さ
や腐敗を温存させるのに役立っている、との批判もある。軍事政権支配下のミャンマーで中国
が突出した援助を供与してきたことに対して、長らくそうした批判がなされてきた。近年のカ
ンボジアに対する中国の援助に関しても、そうした批判がないわけではない。 
一方、カンボジアやラオスでは、中国の経済的プレゼンスは大きく、その影響力も大きいも
のの、ASEAN 全体ではその影響力は限定的であるともいいうる。 
インドネシアやタイでは、民主化・自由化や急速な経済発展が進んでおり、中国の影響力を
限定的なものにしている。ベトナムやフィリピンは、中国と南沙諸島や西沙諸島をめぐって対
立している。ミャンマーについては、軍事政権下で国際社会から孤立していた時期には中国の
影響力の拡大が指摘されたが、2012 年以降のミャンマーの自由化にともなって、日本や欧米ド
ナーの支援が急拡大し、中国の影響力は相対的に減少している。 
そもそも、歴史を振り返ると、東南アジア地域では、米国、ソ連（ロシア）、欧州諸国（イギ
リス・フランス・オランダ等）や、中国、日本など、その時々にさまざまな大国がこの地域に
関与してきた。ASEAN 諸国はそれぞれに、長年にわたり、こうした域外大国の影響力をうま
く懐柔あるいは利用しながらその自立性を高めるべく努力してきた歴史があり、ASEAN とい
う組織は、この地域の国々が団結して域外大国に対抗していくための団体交渉の組織であると
いう指摘さえある。援助によって短期的な外交的成果を得ることは可能であっても、それが持
続的な政治外交的影響力に転化できるわけでは必ずしもない。1950 年代の賠償以来、東南アジ
ア地域に多額の経済支援を提供してきた日本の政治的外交的影響力自体が、援助の減少やその
意義の低下とともに低下してきていることも否定し得ない現実である。 
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３．「中国型開発モデル」の影響力 
 
 一方、中国の近年の急速な経済発展の実績が、開発モデルとして影響力を増しているという
議論もある。中国の経済発展の経験は、次のようないくつかの切り口で、有力な開発モデルと
して指摘されることが多い。 
「中国型開発モデル」の定義はさまざまであるが、貿易・投資と一体となった借款の供与は、
1970 年代に中国が外国借款を導入し、外国企業の投資を受入れ、輸出を拡大していった、「改
革・開放の開発モデル」の輸出でもある。また、中国は、途上国との経済貿易関係、経済技術
協力・交流を強化し、他方で、対外進出戦略と資源戦略とのリンクによって中国自身の「経済
安全保障」を確保するという形での経済関係の強化・拡大を、「Win-Win の原則」に基づくも
のと位置づけ、双方に利益をもたらすものであるとしている（Li、2008）。 
欧米の専門家の中にも、援助・借款の供与と貿易・投資の拡大とが一体となった「三位一体
（あるいは四位一体）型の経済協力モデル」を肯定的にとらえる論者もおり、これは、中国の
援助を、人道支援や社会開発を重視する西側先進国の開発援助モデルを離れて、途上国の産業
化の視点から評価しようとするものであるともいえる。例えば、もともと中国研究者であった
ブローティガムはその代表的な論者であり、近年の中国の援助や経済協力は、相手国への投資
の促進や製造業の振興や雇用の創出という点できわめて肯定的な効果をもたらしているとみて
いる（Brautigam、2009）。 
中国の急速な経済発展に伴って、その経験に基づく開発モデルが世界的に広まってきている
現象をとらえて、「ワシントン・コンセンサス」にとってかわる「北京コンセンサス（Beijing 
Consensus）」の台頭を指摘する議論もある（Halper、2010）。 
これらの議論は、1980 年代から 90 年代に熱心に議論された、アジアにおける「開発主義」
「開発体制」をめぐる議論の思い起こさせるものでもある。米国の経済学会や世銀・国際通貨
基金などの国際機関において主流である「ワシントン・コンセンサス」の立場からは、アジア
の「開発主義」「開発体制」にみられる国家の市場への過剰な介入や管理・規制は、異端的な
処方箋と考えられてきた5。しかし、中国の過去 20 年にわたる急成長の経験に鑑み、政府介入
型の開発モデルと権威主義体制下での経済発展の実現可能性を指摘する議論が、再び台頭して
きているようにも考えられる。 
こうした議論は、特に ASEAN のなかの後発開発途上国であるインドシナ諸国について、検
討すべき課題でもある。これらの国では、近年、経済改革・開放の進展が著しい一方で、民主
                                                          
5 これらの議論については、次の論文で関連議論を紹介した。稲田十一「東南アジアにおける開発と民主
化」（黒柳、2011: 147-160）。 
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化や自由化という点では、他の ASEAN 諸国ほど進展しているとはいえず、軍事政権（ミャン
マー）や事実上の一党支配（ベトナム、ラオス）の継続、あるいは人民党支配の強化（カンボ
ジア）の様相がみられる。こうした国での「開発主義」的な政治体制は、後発開発途上国の経
済発展のために有効な政治体制として機能するのであろうか。また、こうしたインドシナの諸
国に対しては、近年、中国の援助の拡大や経済的関係の強化が進んでいるが、中国のこうした
開発主義体制への「内政不干渉」や「政経分離」の政策が、これらの国々の開発主義体制の強
化に影響を与えているのだろうか。 
シンポジウム論文でカンボジアを事例として取り上げたのは、こうした疑問に答えるためで
もあるが、これまでの検討の中ではいまだ暫定的な評価であり、十分な答えをだすには至って
いない。引続きカンボジアをはじめインドシナ諸国の後発開発途上国の政治経済社会状況を注
視し、その動態から教訓を導き出すべく、研究課題としていきたい。 
 
４．援助の相対化と地域経済協力の重要性 
 
 ところで、本論では、援助に焦点をあててきたが、今日の東南アジアにおいては、援助（ODA）
の果たす役割は、以前と比べて相対化・多様化してきているのが実態である。 
 援助が依然として相対的に大きな意義を持っているのは、まだ一人当たり所得が相対的に低
いインドシナ諸国である。ミャンマーは、長い間の軍事政権支配下の国際的孤立の中で開発が
遅れており、その潜在的可能性の大きさと相まって経済援助の意義は大きいと考えられている。
他方、マレーシアやタイ等はすでにかなりの経済発展を遂げた中進国であり、貿易や投資の果
たす役割は援助よりもはるかに大きい。インドネシアやベトナムはまだ過渡期であるが、それ
でもすでに援助の果たす役割は相対的に低下している。 
 もっとも、ODA の意義が低下したわけではなく、政策・制度・ガバナンス分野の技術協力・
能力強化支援のための ODA の意義はむしろ高まっている面もあり、日本（JICA）は、こうし
た技術協力に引き続き力を入れている。その一方で、近年の ODA の新しい傾向として、海上
保安能力強化など地域安全保障への貢献をめざす援助も増えている。従来のように、ODA を
経済開発や民生向上の観点からみる時代から、より多様な視点が必要とされる時代にはいって
いるといえよう。 
 その一方で、貿易・投資を含めより広い経済関係の連携をめざす地域経済協力の重要性が高
まってきていることも忘れてはならない。この面でも、米国や日本や中国や ASEAN それぞれ
がイニシアティブをとるさまざまな構想と動きがある。例えば、ASEAN＋3（日・中・韓）を
中核とする「東アジア自由貿易圏（EAFTA）」（2004 年～）は、中国が熱心に主導してきた構
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想であるし、他方、日本は、ASEAN＋6（日・中・韓に加えインド・オーストラリア・ニュー
ジーランド）を包含する「東アジア包括的経済連携（CEPEA）」（2006 年～） を推進してき
た。両者を折衷する構想として、ASEAN が主導する「東アジア地域包括的経済連携（RCEP）」
（2012 年～）が進められている一方で、より広い「環太平洋経済連携協定（TPP）」交渉も進
行中である6。 
  こうした地域経済協力の枠組みは、この地域の経済発展にとってきわめて重要な意義を有し
ている。本論で焦点をあてた中国の援助の拡大が東南アジアにおいて持つ意義や影響力は、
1970 年代に日本の援助が東南アジアで拡大していった時期と類似しているが、すでに経済発展
が進展した今日の東南アジアの状況においては、相対的には限定的な意味を持たざるを得ない
というのも、否定しえない現実であるといえよう。 
 
おわりに－アジア太平洋の中での日越関係の将来 
 
 ベトナムと日本の関係は、東南アジアの中でもきわめて緊密かつ良好であり、特に、1992
年の日本の対越 ODA 再開以降は、日本はベトナムに対する最大の援助国であり投資国でもあ
る。近年、本論で取り上げたカンボジアだけでなくミャンマーやラオスでも中国の援助や投資
が急拡大し、日本はその後塵を拝するようになっているが、ベトナムにおいては日本の存在と
その経済開発に対する役割は引続き大きい。 
 しかしながら、経済発展に占める ODA の役割は、世界経済のグローバル化にともなって相
対的に低下し、そうした中、ベトナムは 1995 年には ASEAN に加盟し、また近年では TPP 加
盟の交渉国となっており、より広域的な枠組みの中での一層の飛躍を目指している。TPP 交渉
の行方は、現時点（2013 年 11 月）において、依然として不透明であるが、TPP のベトナムに
とっての最大のメリットは米国市場へのアクセスの大幅な拡大が見込めることであり、それが
ゆえに、TPP が成立すれば、その加盟国の中でベトナムは最も輸出の拡大が見込まれる国と考
えられている7。 
他方で、TPP にベトナムが加盟すれば、国内市場の更なる開放を求められ、また国内の経済
社会制度についてもより国際的な基準に沿ったルールの採用や規制の緩和・撤廃が求められる
ことになろう。ベトナムは、1986 年以来、ドイモイ政策のもとで経済的な開放・改革・自由化
を進めてきたが、政治社会的な面ではきわめて緩やかな改革に留めてきた。ベトナム経済の更
                                                          
6 これらについての詳細は、次の論文を参照されたい。吉野「経済統合論議と米中対峙：RCEP と TPP」
（黒柳・金子、2013）。 
7 同上、（吉野、2013）。 
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なる飛躍のためには、個人の自由な活動をより広範に許容し経済社会全体を活性化する必要が
あるのではないかということは、各方面から指摘されていることである。TPP 交渉は、そうし
た更なる飛躍に必要な国内改革を進める触媒効果も持ち得ることが期待されよう。 
東南アジアにおける広域的な枠組みは TPP にとどまるものではなく、RCEP など、ASEAN
と日・中・韓を中心とした経済的な枠組み強化の動きもある。日本と中国は、こうした東南ア
ジアを巻き込んだ広域的な経済的枠組みづくりでも、それぞれにイニシアティブを取るべく努
力しているが、日本にとってベトナムはこうした広域的なパートナーシップづくりでもきわめ
て重要なパートナーである。また、ベトナムにとっても拡大する中国の影響力を中和する上で、
またベトナム経済の将来の更なる発展にとって、日本は重要なパートナーであり続けるであろ
う。その意味で、日越パートナーシップは、日越国交回復 40 周年をへて、今後はより広域的
な協力の枠組みの中で更なる強化が図られることが期待される。 
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